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対前年比（％）�

■平成18年度各種会計決算の総括�
区  分�

※一般会計と特別会計の対前年比で、前年を下回る会計が多くなっていますが、これは17年度
決算が合併に伴う旧1市2町の未収金・未払金を含んでいたことを主因としています。�
※老人保健会計における不足額は、翌年度歳入充用金で補てんされています。�
※企業会計における不足額は、病院会計は過年度分損益勘定留保資金などで、水道会計は
当年度分および過年度分損益勘定留保資金、建設改良積立金などで補てんされています。�
※企業会計における収益的収支のうち、収益的収入は水道料収入や病院の入院、外来の診
療収入など。支出は材料費や電気料、職員の給与など。�
　また、資本的収支のうち、資本的収入は企業債や水道工事負担金収入など。支出は病院
の医療機器の購入や水道管布設などの投資的経費と企業債の元金償還金など。�

一 般 会 計 �

811億3,833万円�歳出�
総計�
歳出�
総計�

● 右のバランスシートは、普通会計ベース（一
般会計、公共用地取得会計、駅周辺施設管
理会計、温泉事業会計）で作成してあります。�
これによりますと、土地、建物、現金など資
産の合計額は1,904.5億円で、市民一人当
たり165万円の資産となります。�
一方、負債は、地方債残高517.5億円（固定
負債「地方債」と流動負債「翌年度償還予定
額」の計）が主なもので587.6億円、市民一
人当たりでは51万円の負債となります。�
資産から負債を引いた正味資産は
1,316.9億円、市民一人当たりでは114万
円です。また、資産に対する正味資産の比
率は69.1％となり、市の資産の約7割は返
済義務がないことを示しています。�
なお、地方債の償還（返済）が将来にわたる
ことについては、地方債を活用して取得し
た公共施設の便益が将来の世代にも及ぶ
ことから、世代間の公平を図る一面もあり
ます。�

市民一人当たりの資産は�
165万円、負債は51万円�

平成18年度�
バランスシート（総務省基準）�
有形固定資産 1,700.1億円�
道路・土地・公共施設・消防・農業施設など�

投資等 147.3億円�
投資・出資金・貸付金・特定目的基金など�

流動資産 57.1億円�
現金・財政調整基金・未収金（地方税等）など�

資産計 1,904.5億円�

固定負債�
 地方債 469.3億円�
 退職給与引当金 70.1億円�
流動負債�
 翌年度償還予定の�
 元金償還金 48.2億円�

負債計 587.6億円�

国庫支出金 206.3億円�
県支出金 113.3億円�
一般財源等 997.3億円�

正味資産計 1,316.9億円�

資
　
産�

負
　
債�

正
味
資
産�

歳出�

市税�
197億7,841万円�
（47.7％）�

市債�
38億6,410万円（9.3％）�

諸収入�
26億2,465万円�
（6.3％）�

国庫支出金�
30億7,488万円（7.4％）�

地方交付税�
21億3,054万円（5.1％）�

地方特例交付金ほか�
13億9,833万円�
　　　 （3.4％）�

地方消費税交付金�
12億2,541万円 （3.0％）�

繰越金�
24億2,781万円（5.9％）�

繰入金�
2億6,330万円（0.6％）�

使用料および手数料�
7億609万円（1.7％）�

負担金・財産収入ほか�
5億5,015万円（1.3％）�

地方譲与税�
16億1,069万円（3.9％）�

県支出金�
18億3,980万円（4.4％）�

土木費�
63億5,490万円�
（16.0％）�

民生費�
77億4,665万円�
（19.5％）�

総務費�
47億9,308万円�
（12.0％）�

衛生費�
39億5,671万円（9.9％）�

教育費�
64億7,704万円�
（16.3％）�

公債費�
56億3,256万円�
（14.2％）�

消防費�
14億7,600万円 （3.7％）�

農林水産業費�
16億1,409万円 （4.1％）�

労働費�
9億4,572万円 （2.4％）�

議会費�
2億9,926万円 （0.7％）�

災害復旧費�
4,094万円 （0.1％）�

商工費�
4億2,232万円 （1.1％）�

歳入額 

歳出額 397億5,927万円��

414億9,416万円��

■一般会計 歳入・歳出の内訳■�
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自主財源 �
市が自ら調達することができる収入。市税をはじめ、基金などか
らの「繰入金」、保育料などの「分担金・負担金」、市営運動施設使用
料などの「使用料・手数料」。�

依存財源�
自主的に収入できる自主財源に対し、国や県の決定や割り当てに
基づいて収入するもの。�
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現在、市では一般会計の地方債借入額
を当該年度の元金償還額未満に抑制して
います。その結果、普通会計の地方債残高
が7.4億円減少したことや、（財）掛川市開
発公社の土地処分をすすめたことで長期
借入金残高が3.1億円減少したことなど
により、公共下水道事業などの本格化に
伴う普通会計以外の地方債残高5.7億円
の増加があったものの、前年度から4.7億
円の減少となりました。�

掛川市の�
総債務残高�
1,016.4億円�
（前年比4.7億円減）�

普通会計の地方債残高 517.5億円�
普通会計の債務負担行為残高 94.0億円�
その他の会計の地方債残高 292.5億円�
一部事務組合地方債残高 36.3億円�
（ごみ処理などを共同で行うため近隣市町で構成する組合）�

（財）掛川市開発公社長期借入金残高 72.9億円�
（この中には学校給食センター「こうようの丘」、宮脇幼保園「すこやか」�
の用地など、市が買い戻す土地にかかる借入金が含まれています。）�

その他の第三セクターの長期借入金残高 3.2億円�
（公的施策のため市が出資する会社・財団）�

《債務残高の減少理由》�

市民一人当たりでは・・・�

※一般会計決算をもとに、平成19年4月1日現在の人口115，197人で試算してあります。�
�
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※この決算報告は概要を表したものですので、詳細については総務課財政係へお問い合わせください。�
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